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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 47,288 △2.2 5,082 △15.6 4,821 △13.6 4,262 0.3
20年3月期 48,335 △0.7 6,020 29.5 5,583 27.0 4,248 7.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 69.21 ― 17.7 9.5 10.7
20年3月期 64.87 ― 19.6 10.7 12.5

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 50,596 26,101 50.0 428.43
20年3月期 50,438 23,771 45.5 361.08

（参考） 自己資本   21年3月期  25,322百万円 20年3月期  22,965百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 4,703 △642 △3,840 7,753
20年3月期 4,824 328 △5,580 7,621

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00 397 9.2 1.8
21年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00 362 8.7 1.5
22年3月期 

（予想）
― 3.00 ― 3.00 6.00 10.3

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

21,000 △0.3 1,750 △30.7 1,700 △31.4 1,600 △35.9 27.07

通期 42,500 △10.1 3,800 △25.2 3,700 △23.3 3,450 △19.1 58.37



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 66,386,718株 20年3月期 66,386,718株
② 期末自己株式数 21年3月期  7,281,493株 20年3月期  2,784,676株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 35,535 0.6 4,473 △18.1 4,161 △19.0 3,775 △9.0
20年3月期 35,328 5.9 5,464 32.0 5,136 28.1 4,148 60.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 61.30 ―
20年3月期 63.34 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 36,145 19,695 54.5 333.24
20年3月期 36,850 17,713 48.1 278.51

（参考） 自己資本 21年3月期  19,695百万円 20年3月期  17,713百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想につきましては、本資料に記載されている、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 
実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料 
3ページをご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

16,500 △2.1 1,650 △31.1 1,600 △31.0 1,550 △32.7 26.22

通期 32,000 △10.0 3,450 △22.9 3,400 △18.3 3,300 △12.6 55.83



(1）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、年度の前半は原油価格の高騰による諸物価への影響もあり、景気は減速感

を強めていましたが、年度の後半に入り、米国に端を発した金融危機は、短期間で世界の実体経済にまで悪影響を及

ぼし、日本を含めて景気は深刻な状況に陥りました。 

 当社グループにおきましては、民間設備投資の減少に少なからず影響を受けておりますが、当連結会計年度におけ

る受注高は、建設工事業は国内の一般断熱工事、クリーンルーム内装工事及び海外工事が増加したこともあり、

43,152百万円（対前年同期比4.2％増）の計上となり、機械器具製造業は定検工事及び海外案件が増加したこともあ

り、4,959百万円（対前年同期比16.3％増）の計上となり、全体では48,111百万円（対前年同期比5.3％増）の計上と

なりました。 

 売上高は、期中の引渡し案件が減少したこともあり、47,288百万円（対前年同期比2.2％減）の計上となりまし

た。営業利益につきましては、売上高の減少に加え、売上高総利益率の減少もあり、販売費及び一般管理費の支出削

減はありましたが、5,082百万円（対前年同期比15.6％減）の計上となりました。経常利益につきましても、支払利

息の減少はありましたが、為替差損の発生もあり、4,821百万円（対前年同期比13.6％減）の計上となりました。当

期純利益は、保有株式の評価損もありましたが、前連結会計年度と同水準の4,262百万円（対前年同期比0.3％増）の

計上となりました。  

②当連結会計年度のセグメント別の概況 

〔建設工事業〕 

 当連結会計年度においては、国内の一般断熱工事は増加しましたが、海外工事、クリーンルーム内装工事等が減少

したこともあり、売上高は42,612百万円（対前年同期比1.8％減）の計上となりました。営業利益は販売費及び一般

管理費の抑制効果はありましたが、受注案件の採算が厳しかったこともあり、4,774百万円（対前年同期比15.9％

減）の計上となりました。 

〔機械器具製造業〕 

 主力であるボイラー分野においては、売上高は定検工事の増加はありましたが、新缶の受注案件の引渡し・進捗が

減少したこともあり、4,675百万円（対前年同期比5.4％減）の計上となりました。営業利益は、売上高減少の影響も

あり、保証工事の発生コストは減少しましたが、268百万円の営業利益（対前年同期比13.5％減）の計上となりまし

た。 

③次期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、世界経済の悪化の影響を受け、当社グループ事業に関連する国内外の設備投資意欲

は急速に冷え込んでおり、当社グループを取り巻く事業環境は、先行きは不透明でもあり、厳しい状況が予想されま

す。           

 このような状況の中で、市場の変化に的確に対応して、企業競争力を更に高める施策を実施するとともに、事業基

盤を強化していく所存であります。   

 次期の連結業績見通しにつきましては売上高42,500百万円、営業利益3,800百万円、経常利益3,700百万円、当期純

利益3,450百万円、個別業績見通しにつきましては売上高32,000百万円、営業利益3,450百万円、経常利益3,400百万

円、当期純利益3,300百万円を予想しております。 

１．経営成績



(2）財政状態に関する分析 

当連結会計年度の概況 

①資産・負債及び純資産の状況  

 総資産は、前期末に比べ157百万円増加し、50,596百万円となりました。主な増加は完成工事未収入金890百万円で

あり、主な減少は投資有価証券が株価の下落により、617百万円減少しました。負債は、前期末に比べ2,172百万円減

少し、24,494百万円となりました。主な減少は借入金の減少2,132百万円であり、主な増加は支払手形515百万円で

す。なお、借入金と社債の期末残高は8,352百万円となりました。 

 純資産は前期末に比べ2,329百万円増加して26,101百万円となりました。主な増加は利益剰余金3,885百万円であ

り、主な減少は自己株式1,098百万円です。 

 以上の結果、自己資本比率は前期末の45.5％から50.0％となりました。  

②キャッシュ・フローの状況                              （単位：百万円） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、対前年同期に比べ121百万円減少して4,703百万円となりました。主な減少

要因は売上債権の増加や税金等調整前当期純利益の減少によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、対前年同期に比べ971百万円減少して642百万円の支出超となりました。主

な要因は有形固定資産の取得923百万円の支出によるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、対前年同期に比べ1,739百万円増加し、3,840百万円の支出超となりまし

た。主な支出は借入金・社債の純減額2,332百万円、自己株式の取得1,100百万円及び配当金の支払額374百万円によ

るものです。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末より131百万円増加して7,753百万

円となりました。 

  

なお、キャッシュ・フロー指標の傾向は下記のとおりです。 

（注） 自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

※利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  前期末 当期末 増減 

総資産（百万円） 50,438 50,596 157 

純資産（百万円） 23,771 26,101 2,329 

自己資本比率（％）  45.5 50.0 4.5 

１株当たり純資産（円） 361.08 428.43 67.35 

前期末  当期末  増減  

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,824 4,703 △121 

投資活動によるキャッシュ・フロー  328 △642 △971 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △5,580 △3,840 1,739 

現金及び現金同等物の期末残高  7,621 7,753 131 

        

借入金・社債の期末残高  10,685  8,352  △2,332  

  平成19年３月期  平成20年３月期  平成21年３月期  

自己資本比率（％）  37.8 45.5 50.0 

時価ベースの自己資本比率（％）  63.2 28.6 23.4 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  5.0 2.2 1.8 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  9.5 17.3 24.2 



 (3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 株主への利益配分につきましては、将来の企業体質の健全化と強化を考慮し、収益力の向上を目指し、内部留保を

充実させると共に、安定的な利益還元を行うことを基本方針としております。 

また、キャッシュ・フローを総合的に勘案しながら、資本効率の向上と機動的な財務政策の実現を目的とした「自己

株式の取得」を弾力的に実施する方針です。 

 当期末の配当金につきましては、期初の予定どおり１株につき３円とさせていただきたいと存じます。なお、中間

期も１株につき３円の配当を実施しており、年間では１株につき６円となります。 

次期の配当金につきましても、安定的な利益還元を実施するため、今期と同額の１株につき年間６円（中間３円、期

末３円）を予定しております。 

内部留保につきましては、財務体質の健全化と強化に配慮しながら、既存事業の強化と将来の成長に向けた投資に充

当していきます。 

 当期は、市場買付により4,468千株の自己株式を1,091百万円で取得しました。  

(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があるリスクには以下のようなものがあります。な

お、以下の項目には将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したもの

であります。 

①当社グループに関連する需要市場の急激な変動 

 当社グループが形成する各セグメント及び各事業領域は、幅広い需要分野に支えられていますが、収益基盤である

国内需要分野の経済状況、統廃合、製造拠点の海外移転等により、需要が長期に停滞、減少傾向が続くと、業績に悪

影響を及ぼす可能性があります。 

②完成工事補償のリスク 

 海外工事、大型工事等について、引渡しを完了した工事に係る瑕疵担保の費用が大きく発生した場合には、業績及

び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

③海外事業に伴うリスク 

 当社グループの海外事業は東南アジア・アフリカ地域を中心に展開しており、テロや政情悪化、予期しない法律・

規制の変更、市況の悪化によって業績に悪影響を与える可能性があります。 

④為替及び金利の変動リスク 

 急激な為替相場の変動または金利の上昇により、業績に悪影響を与える可能性があります。 

⑤顧客に対する信用リスク 

 当社グループが多額の債権を有する顧客が財務上の問題に直面した場合には、業績及び財務状況に悪影響を与える

可能性があります。 

⑥会計基準に係る見積りリスク等 

 繰延税金資産については、税効果会計における回収可能性を保守的に見積って計上していますが、想定している業

績計画を下回った場合、繰延税金資産の取崩の可能性があります。退職給付債務についても、年金資産の運用状況等

により、費用処理される金額が増加する可能性があります。また、保有する不動産や有価証券について、時価の下落

により減損損失を計上する可能性があります。いずれも業績に悪影響を与える可能性があります。 

⑦不採算工事の発生に対するリスク 

 工事施工段階での想定外の追加原価等により不採算工事が発生した場合には業績及び財務状況に悪影響を与える可

能性があります。  

  

  



 当社および当社の関係会社12社（うち、連結子会社10 社）は、熱絶縁工事を中心とする建設工事業および機械器具

製造業の事業活動を展開しています。 

 建設工事業は、当社と、東南アジア地区等での現地法人を含めた連結子会社９社で構成されており、国内外での材料

等の製造及び施工において、熱絶縁工事、建材工事（クリーンルーム）等、幅広い需要先のニーズに対応しています。

 機械器具製造業は、ボイラーおよび産業用機械器具の製造・販売・据付を行っています。 

事業の系統図は次の通りです。（平成21年３月31日現在） 

 
  

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、各事業領域を通じて「顧客の創造と信頼の確保」・「社会への貢献」・「未来への挑戦」を基本

理念として事業を展開すると共に、益々変化が激しい事業環境に対応し、事業基盤を強化するために、「改革」、

「スピード」、「チャレンジ」を絶えず心がけ、企業価値の向上を目指すとともに、社会の要請でもある透明性の高

い経営を心がけることが最優先課題と考えております。  

  

(2）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、平成22年度（平成23年３月期）を最終年度する中期経営計画を策定、当連結会計年度を始期とし

て実施してまいりました。初年度は各指標において、概ね達成することが出来ましたが、年度途中から金融危機に端

を発した世界経済の同時不況の様相のなか、今後想定される「激動の時代」に向かうため、新しく平成23年度（平成

24年３月期）を最終年度とする中期経営計画を策定しました。 

 目標数値としては、最終年度である平成24年３月期に売上高470億円、営業利益47億円、経常利益47億円、有利子

負債40億円の達成を目指します。 

  

(3）会社の対処すべき課題 

 外部環境は今までにない状況で急激に変化しており、今後の事業環境を想定することが難しい状況下ですが、当社

グループは一体となって改革に取り組み、従来の経営基盤をさらに強化すると共に、「強い会社への変革」を経営課

題として取り組んでまいります。 

当社グループが対処すべき課題としては次のことが挙げられます。 

①各事業領域の収益基盤の拡充および顧客の信頼確保 

②海外地域における収益基盤の拡充、拠点の充実 

③人材の確保・育成および活用 

④財務基盤の充実  

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 7,929 8,044

受取手形 2,545 2,398

完成工事未収入金 13,673 14,563

未成工事支出金 3,556 3,995

商品及び製品 － 226

原材料及び貯蔵品 － 169

その他のたな卸資産 542 －

繰延税金資産 944 848

その他 447 88

貸倒引当金 △101 △60

流動資産合計 29,539 30,273

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 7,436 7,600

機械・運搬具 4,102 4,276

土地 13,387 13,387

その他 845 1,001

減価償却累計額 △8,900 △9,144

有形固定資産計 16,871 17,121

無形固定資産 28 28

投資その他の資産   

投資有価証券 2,338 1,720

繰延税金資産 616 725

その他 1,240 892

貸倒引当金 △195 △166

投資その他の資産計 3,999 3,172

固定資産合計 20,899 20,322

資産合計 50,438 50,596



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 3,060 3,576

支払信託 842 682

工事未払金 3,141 3,051

買掛金 597 480

短期借入金 6,880 5,107

1年内償還予定の社債 200 200

未払法人税等 205 236

未成工事受入金 1,087 1,160

完成工事補償引当金 143 117

賞与引当金 413 391

役員賞与引当金 74 69

工事損失引当金 38 16

その他 1,108 751

流動負債合計 17,793 15,843

固定負債   

社債 500 300

長期借入金 3,105 2,745

退職給付引当金 1,045 1,056

役員退職慰労引当金 222 253

繰延税金負債 3,061 3,056

再評価に係る繰延税金負債 641 641

その他 296 598

固定負債合計 8,873 8,651

負債合計 26,666 24,494

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,889 6,889

資本剰余金 1,000 1,000

利益剰余金 14,421 18,307

自己株式 △890 △1,988

株主資本合計 21,421 24,208

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 481 160

土地再評価差額金 767 767

為替換算調整勘定 295 186

評価・換算差額等合計 1,544 1,114

少数株主持分 806 779

純資産合計 23,771 26,101

負債純資産合計 50,438 50,596



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

完成工事高 48,335 47,288

完成工事原価 38,132 38,115

完成工事総利益 10,203 9,172

販売費及び一般管理費 4,182 4,090

営業利益 6,020 5,082

営業外収益   

受取利息 41 47

受取配当金 31 34

不動産賃貸料 200 192

受取保険金 － 56

その他 88 132

営業外収益合計 361 464

営業外費用   

支払利息 273 195

為替差損 197 311

複合金融商品評価損 100 13

不動産賃貸原価 110 93

その他 116 111

営業外費用合計 799 725

経常利益 5,583 4,821

特別利益   

完成工事補償引当金戻入額 7 －

貸倒引当金戻入額 － 69

特別利益合計 7 69

特別損失   

投資有価証券評価損 110 93

投資有価証券売却損 － 17

特別損失合計 110 111

税金等調整前当期純利益 5,480 4,779

法人税、住民税及び事業税 355 253

法人税等調整額 840 199

法人税等合計 1,196 453

少数株主利益 35 64

当期純利益 4,248 4,262



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,889 6,889

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,889 6,889

資本剰余金   

前期末残高 1,000 1,000

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 1,000 1,000

利益剰余金   

前期末残高 10,570 14,421

当期変動額   

剰余金の配当 △397 △376

当期純利益 4,248 4,262

連結除外に伴う減少額 － △0

当期変動額合計 3,851 3,885

当期末残高 14,421 18,307

自己株式   

前期末残高 △72 △890

当期変動額   

自己株式の取得 △817 △1,100

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △817 △1,098

当期末残高 △890 △1,988

株主資本合計   

前期末残高 18,387 21,421

当期変動額   

剰余金の配当 △397 △376

当期純利益 4,248 4,262

自己株式の取得 △817 △1,100

自己株式の処分 0 0

連結除外に伴う減少額 － △0

当期変動額合計 3,034 2,786

当期末残高 21,421 24,208



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 928 481

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △446 △321

当期変動額合計 △446 △321

当期末残高 481 160

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △26 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 26 －

当期変動額合計 26 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金   

前期末残高 767 767

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 767 767

為替換算調整勘定   

前期末残高 289 295

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5 △108

当期変動額合計 5 △108

当期末残高 295 186

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,958 1,544

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △414 △429

当期変動額合計 △414 △429

当期末残高 1,544 1,114

少数株主持分   

前期末残高 778 806

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 27 △27

当期変動額合計 27 △27

当期末残高 806 779



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 21,124 23,771

当期変動額   

剰余金の配当 △397 △376

当期純利益 4,248 4,262

自己株式の取得 △817 △1,100

自己株式の処分 0 0

連結除外に伴う減少額 － △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △386 △456

当期変動額合計 2,647 2,329

当期末残高 23,771 26,101



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 5,480 4,779

減価償却費 373 471

貸倒引当金の増減額（△は減少） 46 △70

工事損失引当金の増減額（△は減少） 4 △21

退職給付引当金の増減額（△は減少） △58 10

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9 30

その他の引当金の増減額（△は減少） 83 △52

受取利息及び受取配当金 △72 △82

支払利息 273 195

為替差損益（△は益） △6 9

複合金融商品評価損 100 13

投資有価証券評価損益（△は益） 110 93

投資有価証券売却損益（△は益） － 17

売上債権の増減額（△は増加） 786 △743

未成工事支出金の増減額（△は増加） 416 △438

その他たな卸資産の増減額（増加：△） △202 147

未成工事受入金の増減額（△は減少） △518 73

仕入債務の増減額（△は減少） △885 296

その他 △511 310

小計 5,431 5,043

利息及び配当金の受取額 67 83

利息の支払額 △278 △194

法人税等の支払額 △394 △229

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,824 4,703

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △307 △191

定期預金の払戻による収入 207 507

投資有価証券の取得による支出 △106 △135

投資先残余財産の分配による収入 1,145 －

投資有価証券の売却による収入 20 89

有形固定資産の取得による支出 △560 △923

その他 △69 10

投資活動によるキャッシュ・フロー 328 △642

財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の償還による支出 △400 △200

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,600 961

長期借入れによる収入 1,150 4,300

長期借入金の返済による支出 △2,395 △7,393

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △115 △29

少数株主への配当金の支払額 △7 －

自己株式の取得による支出 △817 △1,100

配当金の支払額 △395 △374

その他 0 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,580 △3,840

現金及び現金同等物に係る換算差額 18 △83

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △407 136

現金及び現金同等物の期首残高 8,029 7,621

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △5

現金及び現金同等物の期末残高 7,621 7,753



 該当事項はありません。 

   

(5）継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社11社のうち10社を連結しておりま

す。 

 （主要な連結子会社の名称） 

  株式会社よしみね 

  明星建工株式会社 

  日本ケイカル株式会社 

  MEISEI INTERNATIONAL PTE. LTD.  

  

 子会社12社のうち10社を連結しておりま

す。 

 （主要な連結子会社の名称） 

  株式会社よしみね 

  明星建工株式会社 

  日本ケイカル株式会社 

  MEISEI INTERNATIONAL PTE. LTD.  

  

  非連結子会社名  

MEISEI INDUSTRIAL （M) SDN.BHD. 

 同社は平成17年11月22日に特別清算の開

始が決定し、重要性が乏しいため連結の範

囲から除外しております。  

非連結子会社名  

MEISEI INDUSTRIAL （M) SDN.BHD. 

 同社は平成17年11月22日に特別清算の開

始が決定し、重要性が乏しいため連結の範

囲から除外しております。 

MEISEI MIDDLE EAST W.L.L. 

 同社は平成20年９月９日に解散決議を行

い、重要性が乏しいため連結の範囲から除

外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結子会社名

MEISEI INDUSTRIAL （M) SDN.BHD. 

 同社は平成17年11月22日に特別清算の開

始が決定し、重要性が乏しいため持分法の

適用範囲に含めておりません。  

 持分法を適用していない非連結子会社名

MEISEI INDUSTRIAL （M) SDN.BHD. 

 同社は平成17年11月22日に特別清算の開

始が決定し、重要性が乏しいため持分法の

適用範囲に含めておりません。 

MEISEI MIDDLE EAST W.L.L. 

 同社は平成20年９月９日に解散決議を行

い、重要性が乏しいため持分法の適用範囲

に含めておりません。  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、在外連結子会社であ

るMEISEI INTERNATIONAL PTE.LTD.ほか３

社の決算日は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しており、連結

決算日までの期間に発生した重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行っておりま

す。 

同左 



  
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ取引 

 時価法 

②デリバティブ取引 

同左 

  ③たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法に基づく原価法 

③たな卸資産 

未成工事支出金 

 個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法） 

  その他たな卸資産 

主として移動平均法に基づく原価法

商品及び製品、原材料及び貯蔵品 

 主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法） 

  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成18年７月５日 企業会計

基準第９号）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響は軽微であ

ります。 



  
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 

当社及び国内連結子会社…定率法を

採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）は、

定額法を採用しております。 

在外連結子会社…定額法を採用して

おります。 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社…定率法を

採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）は、

定額法を採用しております。 

在外連結子会社…定額法を採用して

おります。 

  （会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は法人税法

の改正に伴い、当連結会計年度より平

成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しており

ます。これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

  

  （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社は法人税法

の改正に伴い、平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により、取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

（追加情報） 

 当社及び国内連結子会社は、減価償

却資産の耐用年数等に関する平成20年

度法人税法の改正を契機として、資産

の利用状況を見直した結果、当連結会

計年度より改正後の法人税法に基づく

耐用年数に変更しております。これに

よる損益に与える影響は軽微でありま

す。 

  (ハ)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 当社及び国内連結子会社は、債権の

貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

 在外連結子会社は債権については、

個別に回収不能見込額を計上しており

ます。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 



  
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  ②完成工事補償引当金 

 当社及び国内連結子会社の一部は、

引渡しを完了した工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、将来の見積補償

額に基づき計上しております。 

②完成工事補償引当金 

同左 

  ③賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は、従業員

（使用人兼務役員を含む）に支給する

賞与に充てるため、翌連結会計年度の

支給見込額のうち当連結会計年度対応

額を見積計上しております。 

③賞与引当金 

同左 

  ④役員賞与引当金  

当社及び国内連結子会社の一部は、

役員に対する賞与の支給に備えるた

め、当連結会計年度末における支給見

込額を計上しております。 

④役員賞与引当金  

同左 

  ⑤工事損失引当金   

当社及び国内連結子会社の一部は、

受注工事に係る将来の損失に備えるた

め、当連結会計年度末手持工事のうち

損失の発生が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積もることができる工

事について、損失見込額を計上してお

ります。 

⑤工事損失引当金   

同左  

  ⑥退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法に

より発生翌連結会計年度から費用処理

しております。 

 また、過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理しております。 

⑥退職給付引当金 

同左 

  ⑦役員退職給与引当金 

 当社及び国内連結子会社の一部は役

員の退職金の支給に充てるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

⑦役員退職給与引当金 

同左 



  
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (ニ)重要な外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

なお、在外連結子会社の資産、負  

債、収益及び費用は当該子会社の決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び少数株主持分に含

めて計上しております。 

(ニ)重要な外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

  (ホ)収益及び費用の計上基準 

 長期大型（工期１年以上、かつ、請

負金額５億円以上）の工事に係る収益

の計上については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

適用しております。 

 ただし、在外連結子会社については

工事進行基準を適用しております。 

 なお、工事進行基準による完成工事

高は8,552百万円であります。 

(ホ)収益及び費用の計上基準 

 長期大型（工期１年以上、かつ、請

負金額５億円以上）の工事に係る収益

の計上については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

適用しております。 

 ただし、在外連結子会社については

工事進行基準を適用しております。 

 なお、工事進行基準による完成工事

高は5,799百万円であります。 

  (ヘ)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を採用しております。 

(ヘ)重要なリース取引の処理方法     

────── 

  (ト)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 原則として、繰延ヘッジ処理を採用

しております。 

 なお、特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップ等については、特例処

理を採用しております。 

(ト)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  (チ)その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

(チ)その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（不動産賃貸料及び不動産賃貸原価） 

従来、売上高・売上原価として処理をしていた不動産賃

貸料及び不動産賃貸原価につき、前連結会計年度において

グループ内で資産の移管を実施したことにより、その業容

を見直した結果、当連結会計年度より営業外収益及び営業

外費用に計上することに変更しました。 

これにより、当連結会計年度において、従来の方法と比較

して、売上高は200百万円減少し、営業利益は89百万円減

少しております。経常利益及び税金等調整前当期純利益へ

与える影響はありません。セグメント情報に与える影響は

当該箇所に記載しております。  

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準

委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正))及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正))を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

これによる損益に与える影響はありません。  

  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

──────   「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「その他のたな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」、「原材料及び

貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度

の「その他のたな卸資産」に含まれる「商品及び製品」、

「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ404百万円、138百万円

であります。 



  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

──────  

  

  

 １．非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。  

  投資有価証券（株式）         0百万円 

  

 ２．担保に供している資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

①工場財団等 

 ２．担保に供している資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

①工場財団等 

建物及び構築物（工場財団抵

当権） 

148百万円

機械装置及び運搬具（工場財

団抵当権） 

37百万円

土地（工場財団抵当権） 1,591百万円

建物及び構築物（抵当権）  1,392百万円

土地（抵当権） 8,715百万円

建物及び構築物（工場財団抵

当権） 

132百万円

機械装置及び運搬具（工場財

団抵当権） 

27百万円

土地（工場財団抵当権） 1,591百万円

建物及び構築物（抵当権）  1,341百万円

土地（抵当権） 8,715百万円

 上記に対応する債務は次のとおりであります。  上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金     5,750百万円

長期借入金       2,900百万円

保証債務（社債）       700百万円

短期借入金 3,900百万円

長期借入金 2,350百万円

保証債務（社債） 500百万円

 ただし、上記債務のうち、根抵当権設定極度額は

6,500百万円であります。 

 ただし、上記債務のうち、根抵当権設定極度額は

6,500百万円であります。 

②その他 ────── 

現金預金       100百万円  

 上記に対応する債務は次のとおりであります。   

短期借入金       200百万円   

 ３．貸出コミットメントライン（融資枠）契約 

 運転資金の効率的な調達を行なうため、取引金融機

関６行とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。 

 上記契約に基づく当連結会計年度末日の借入未実行

残高等 

 ３．貸出コミットメントライン（融資枠）契約 

 運転資金の効率的な調達を行なうため、取引金融機

関６行とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。 

 上記契約に基づく当連結会計年度末日の借入未実行

残高等 

貸出コミットメントラインの

総額 
    4,000百万円

借入実行残高  －

差引額   4,000百万円

貸出コミットメントラインの

総額 
4,000百万円

借入実行残高  1,000

差引額 3,000百万円

 ４．保証債務 

 連結会社以外の会社の受注工事に対する契約履行保

証、前受金返還保証に伴い、銀行が保証状発行を行っ

たことに対する保証を行っております。 

 ４．保証債務 

 連結会社以外の会社の受注工事に対する契約履行保

証、前受金返還保証に伴い、銀行が保証状発行を行っ

たことに対する保証を行っております。 

PT.TERAS TEKNIK PERDANA 

/PT. MEISEI INDONESIA JO 

229百万円 PT.TERAS TEKNIK PERDANA 

/PT. MEISEI INDONESIA JO 

147百万円



（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 １．このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。 

 １．このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。 

従業員給料手当     1,657百万円

法定福利費  279百万円

賞与引当金繰入額 210百万円

役員退職給与引当金繰入額 53百万円

退職給付費用 111百万円

減価償却費  88百万円

貸倒引当金繰入額  64百万円

役員賞与引当金繰入額  74百万円

従業員給料手当 1,535百万円

法定福利費  265百万円

賞与引当金繰入額 188百万円

役員退職給与引当金繰入額 44百万円

退職給付費用 112百万円

減価償却費 106百万円

役員賞与引当金繰入額 69百万円

   

 ２．一般管理費及び完成工事原価に含まれる研究開発費

127百万円

 ２．一般管理費及び完成工事原価に含まれる研究開発費

124百万円



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加2,596,849株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加2,563,000株、単元未

   満株式の買取りによる増加33,849株であり、減少1,996株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  66,386,718  －  －  66,386,718

合計  66,386,718  －  －  66,386,718

自己株式         

普通株式 （注）  189,823  2,596,849  1,996  2,784,676

合計  189,823  2,596,849  1,996  2,784,676

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  198  3 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月９日 

取締役会 
普通株式  198  3 平成19年９月30日 平成19年12月６日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  190  利益剰余金  3 平成20年３月31日 平成20年６月30日



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加4,500,944株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加4,468,000株、単元未

満株式の買取りによる増加32,944株であり、減少4,127株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  66,386,718  －  －  66,386,718

合計  66,386,718  －  －  66,386,718

自己株式         

普通株式 （注）  2,784,676  4,500,944  4,127  7,281,493

合計  2,784,676  4,500,944  4,127  7,281,493

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  190  3 平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年10月30日 

取締役会 
普通株式  185  3 平成20年９月30日 平成20年11月26日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  177  利益剰余金  3 平成21年３月31日 平成21年６月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

載されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

載されている科目の金額との関係 

  

現金預金勘定   7,929百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △307百万円

現金及び現金同等物  7,621百万円

現金預金勘定 8,044百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △291百万円

現金及び現金同等物 7,753百万円



 リース取引については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在）        

    対象となる債券はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在） 

（注）1.取得原価には、減損処理後の金額を記載しております。 

2.「連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」の「債券（その他）」の中には、複合金融商品が含まれて

おり、その評価差額△100百万円を複合金融商品評価損として営業外費用に計上しております。  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容（平成20年３月31日現在） 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成20年３月31日現在） 

（リース取引関係）

（有価証券関係）

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式  668  1,478  809

(2）その他   53  63  9

小計  721  1,541  819

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式  131  124  △6

(2）債券（社債）  100  99  △1

（その他）   192  192  －

小計  424  416  △8

合計  1,146  1,957  811

売却額（百万円） 
売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

 20  0  －

種類 
連結貸借対照表計
上額(百万円) 

その他有価証券 非上場株式  380

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内  
（百万円）  

債券 （その他）  －  92  99

合計  －  92  99



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成21年３月31日現在） 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日現在） 

（注）1.取得原価には、減損処理後の金額を記載しております。 

2.「連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」の「債券（その他）」の中には、複合金融商品が含まれ

ており、その評価差額△13百万円を複合金融商品評価損として営業外費用に計上しております。  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容（平成21年３月31日現在） 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成21年３月31日現在） 

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの 

(1）国債・地方債等 － － － 

小計 － － － 

時価が連結貸借対照表計
上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等 9 9 △0 

小計 9 9 △0 

合計 9 9 △0 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式  266  624  358

小計  266  624  358

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式  445  381  △63

(2）債券（社債）  201  196  △4

（その他）   71  71  －

(3）その他  72  54  △18

小計  790  704  △86

合計  1,057  1,328  271

売却額（百万円） 
売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

 89  0  17

種類 
連結貸借対照表計
上額(百万円) 

その他有価証券 非上場株式  380

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内  
（百万円）  

債券 （1）国債・地方債等  －  9  －

  （2）社債  －  －  98

  （3）その他  19  51  －

合計  19  61  98



有価証券の減損処理 

１．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時

価のある株式について110百万円減損処理を行っ

ております。  

 なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計

年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下

落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％

程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復

可能性等を考慮して必要と認められた額について

減損処理を行っております。 

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時

価のある株式について93百万円減損処理を行って

おります。  

同左 

（デリバティブ取引関係）

区分 種類 

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

契約額等 
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

契約額等
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円）

市場取

引以外

の取引 

通貨オプション取引                                           

買建 ユーロ 
 

(70)

846  

(52)

835
74 4

(52)

709  

(40)

572
 46 △6

売建 ユーロ 
 

(89)

2,673  

(86)

2,637
△206 △117

(86)

2,197  

(78)

1,764
 △455 △369

   米ドル  －  － － －
(1)

51
  －  △0 △0

合計 
 

 (159)

3,519  

(139)

3,472
△132 △112

(139)

2,957  

(119) 

2,336
 △409 △375

前連結会計年度   当連結会計年度 

（注）１.通貨オプションの時価については、取引金融

機関からの提示値を使用しております。  

 ２.契約額等の（ ）内の金額は、オプション料

を記載しているが、当該通貨オプション取引

はいわゆるゼロコストオプション取引であ

り、オプション料の授受はありません。 

３.ヘッジ会計が適用されている取引について

は、注記の対象から除いております。  

  同左  



（退職給付関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、確定給付企業年金（規約型）、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けております。また、退職金制度

の枠外で厚生年金基金制度（総合型）に加入しておりま

す。なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準

拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割

増退職金を支払う場合があります。 

 海外連結子会社では確定給付型の退職一時金制度を設

けております。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度（厚生年金基金制度（総合型））に関する

事項は次の通りであります。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、確定給付企業年金（規約型）、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けております。また、退職金制度

の枠外で厚生年金基金制度（総合型）に加入しておりま

す。なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準

拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割

増退職金を支払う場合があります。 

 海外連結子会社では確定給付型の退職一時金制度を設

けております。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度（厚生年金基金制度（総合型））に関する

事項は次の通りであります。 

（1）制度全体の積立状況に関する事項 

（平成19年３月31日現在）  

年金資産の額 14,707百万円

年金財政計算上の給付債務の額  12,950

差引額  1,757

（1）制度全体の積立状況に関する事項 

（平成20年３月31日現在）  

年金資産の額 15,392百万円

年金財政計算上の給付債務の額  13,621

差引額  1,771

（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 

（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

9.10％

（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 

（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

11.61％

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 △2,434百万円

年金資産  1,095

未積立退職給付債務  △1,338

未認識数理計算上の差異  187

未認識過去勤務債務（債務の増額）  105

退職給付引当金  △1,045

退職給付債務 △2,318百万円

年金資産  825

未積立退職給付債務  △1,493

未認識数理計算上の差異  349

未認識過去勤務債務（債務の増額）  87

退職給付引当金  △1,056

（注）１．厚生年金基金（総合型）分の退職給付債務は含

めておりません。 

（注）１．厚生年金基金（総合型）分の退職給付債務は含

めておりません。 

２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

２．同左 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号

平成19年５月15日）を適用しております。 

  



前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

勤務費用 137百万円

利息費用  40

期待運用収益  △24

数理計算上の差異の費用処理額  19

過去勤務債務の費用処理額  17

退職給付費用  190

勤務費用 152百万円

利息費用  37

期待運用収益  △18

数理計算上の差異の費用処理額  35

過去勤務債務の費用処理額  17

退職給付費用  223

（注）１．厚生年金基金（総合型）への拠出金（従業員拠

出額控除後）は、「勤務費用」に計上しておりま

す。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「勤務費用」に計上しております。 

（注）同左 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込額の

期間配分方法 

  
期間定額基準 

割引率   2.0％ 

期待運用収益率   2.5％ 

数理計算上の 

差異の処理年数 

  10年（発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌連

結会計年度から費用処理して

おります。） 

過去勤務債務の 

額の処理年数 

  10年（発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法） 

退職給付見込額の

期間配分方法 

  
同左 

割引率   同左 

期待運用収益率   同左 

数理計算上の 

差異の処理年数 

  同左 

  

  

  

  

過去勤務債務の 

額の処理年数 

  同左 

  

  



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
建設工事業 
(百万円) 

機械器具製
造業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  43,390  4,944  48,335  －  48,335

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 49  50  100 (100)  －

計  43,440  4,995  48,435 (100)  48,335

営業費用  37,760  4,684  42,445 (131)  42,314

営業利益  5,679  310  5,990  30  6,020

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
          

資産  38,274  4,314  42,588  7,850  50,438

減価償却費  358  14  373  －  373

資本的支出  879  －  879  －  879

  
建設工事業 
(百万円) 

機械器具製
造業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  42,612  4,675  47,288  －  47,288

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 71  654  725 (725)  －

計  42,684  5,329  48,013 (725)  47,288

営業費用  37,910  5,061  42,971 (765)  42,205

営業利益  4,774  268  5,042  39  5,082

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
          

資産  38,117  4,332  42,450  8,146  50,596

減価償却費  457  14  471  －  471

資本的支出  739  20  759  －  759



 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品及び役務の名称 

事業区分は製品及び役務の機能別種類により区分しております。 

２．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金預金）、

長期投資資金（投資有価証券及び出資金）等であり、金額は下記のとおりであります。 

３．会計方針の変更 

  （前連結会計年度） 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」（不動産賃貸料及び不動産賃貸減価）に記載のとお

り、当連結会計年度より不動産賃貸料及び不動産賃貸減価の会計処理を変更しております。この変更に伴

い、セグメントの「その他」については該当なしとなっております。   

     

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア・アフリカ…シンガポール、ナイジェリア 

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金預金）、

長期投資資金（投資有価証券及び出資金）等であり、金額は下記のとおりであります。 

① 建設工事業 ： 熱絶縁工事、建築工事及び内装仕上工事他 

② 機械器具製造業 ： 各種ボイラーの製造据付、産業用機械の製造据付 

前連結会計年度      8,028百万円

当連結会計年度   8,520百万円

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（百万円） 
アジア・アフ
リカ(百万円) 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  46,758  1,577  48,335  －  48,335

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 115  11  127 (127)  －

計  46,874  1,588  48,462 (127)  48,335

営業費用  41,106  1,514  42,620 (306)  42,314

営業利益  5,767  74  5,842  178  6,020

Ⅱ 資産  41,689  693  42,382  8,056  50,438

  
日本 

（百万円） 
アジア・アフ
リカ(百万円) 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  45,946  1,341  47,288  －  47,288

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 206  7  214 (214)  －

計  46,153  1,349  47,502 (214)  47,288

営業費用  41,108  1,215  42,324 (118)  42,205

営業利益  5,044  133  5,177  △95  5,082

Ⅱ 資産  41,291  691  41,983  8,613  50,596

前連結会計年度      8,028百万円

当連結会計年度   8,520百万円



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア  … シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、韓国、中国 

(2）アフリカ … ナイジェリア、エジプト 

３．海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

  

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア  … シンガポール、インドネシア、タイ、サウジアラビア 

(2）アフリカ … ナイジェリア、エジプト 

３．海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

ｃ．海外売上高

  アジア アフリカ その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,494  1,966  389  3,850

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  48,335

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 3.1  4.1  0.8  8.0

  アジア アフリカ その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  2,747  383  69  3,201

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  47,288

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 5.8  0.8  0.1  6.8



決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

   

（関連当事者情報）

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

主な原因別の内訳 

    

繰延税金資産 

繰越欠損金 

貸倒引当金 

賞与引当金 

退職給付引当金 

役員退職給与引当金 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

固定資産評価差額 

その他有価証券評価差額金 

その他  

繰延税金負債合計 

繰延税金負債の純額 

再評価に係る繰延税金負債 

    

 4,883 百万円

 76   

 167   

 422   

 90   

 575   

 6,217   

 △4,327   

 1,889   

    

 △3,060   

 △329   

 －   

 △3,389   

 △1,500   

 △641   

    

 2,889 百万円

 72   

 

   

158

427

  

 102   

 732   

 4,394   

 △2,708   

 1,685   

       

 △3,055   

 △111   

 △0   

 △3,167   

 △1,482   

 △641   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との差異の原因となった主

な項目別の内訳 

    

  

法定実効税率 

（調整） 

交際費等損金に算入されない項目 

住民税均等割額等 

評価性引当額 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 
  

 40.6 ％ 

    

 1.1   

 1.0   

 △24.3   

 3.4   

 21.8   

 40.6 ％ 

    

 1.6   

 1.1   

 △33.9   

 0.1   

 9.5   



 （注） １株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（1）受注高  

 （単位：百万円、％） 

  

（2）売上高  

 （単位：百万円、％） 

  

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額  361円08銭

１株当たり当期純利益 64円87銭

同左 

１株当たり純資産額 428円43銭

１株当たり当期純利益 69円21銭

  
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり当期純損益金額     

当期純利益（百万円）  4,248  4,262

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  4,248  4,262

期中平均株式数（千株）  65,494  61,590

（受注及び売上の状況）

 区  分 
前連結会計年度 当連結会計年度 増   減 

 金 額  構成比  金 額  構成比  金 額  対前年比 

 建設工事業  41,417 90.7  43,152  89.7   1,734 4.2  

 機械器具製造業  4,263 9.3  4,959  10.3   695 16.3  

 合  計  45,681 100.0  48,111  100.0   2,429 5.3  

 区  分 
前連結会計年度 当連結会計年度 増   減 

 金 額  構成比  金 額  構成比  金 額  対前年比 

 建設工事業  43,390 89.8  42,612   90.1 △778  △1.8  

 機械器具製造業  4,944 10.2  4,675   9.9 △268  △5.4  

 合  計  48,335 100.0  47,288   100.0 △1,047  △2.2  

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 5,748 6,837

受取手形 1,867 1,755

完成工事未収入金 10,871 10,952

未成工事支出金 2,949 2,184

商品及び製品 － 74

原材料及び貯蔵品 － 135

材料貯蔵品 351 －

繰延税金資産 842 690

その他 548 394

貸倒引当金 △82 △64

流動資産合計 23,096 22,958

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,465 3,593

減価償却累計額 1,321 1,391

建物（純額） 2,143 2,201

構築物 205 213

減価償却累計額 158 164

構築物（純額） 47 49

機械及び装置 1,482 1,536

減価償却累計額 1,049 1,107

機械及び装置（純額） 433 429

車両運搬具 33 34

減価償却累計額 28 30

車両運搬具（純額） 4 3

工具器具・備品 580 574

減価償却累計額 489 503

工具器具・備品（純額） 90 70

土地 5,285 5,285

建設仮勘定 13 191

有形固定資産計 8,018 8,231

無形固定資産 20 19

投資その他の資産   

投資有価証券 2,269 1,656

関係会社株式 1,770 1,771

関係会社長期貸付金 195 260

破産更生債権等 66 66

繰延税金資産 543 638

その他 1,056 697

貸倒引当金 △186 △157

投資その他の資産計 5,715 4,934

固定資産合計 13,754 13,186

資産合計 36,850 36,145



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,117 1,250

支払信託 944 824

工事未払金 2,897 2,877

短期借入金 6,400 4,466

1年内償還予定の社債 200 200

未払費用 100 82

未払法人税等 63 100

未成工事受入金 765 448

完成工事補償引当金 17 24

賞与引当金 260 235

役員賞与引当金 50 50

工事損失引当金 38 6

その他 670 587

流動負債合計 13,524 11,153

固定負債   

社債 500 300

長期借入金 3,105 2,745

退職給付引当金 830 830

役員退職慰労引当金 150 175

再評価に係る繰延税金負債 641 641

その他 384 603

固定負債合計 5,612 5,295

負債合計 19,136 16,449

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,889 6,889

資本剰余金   

資本準備金 999 999

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 1,000 1,000

利益剰余金   

利益準備金 39 77

その他利益剰余金   

別途積立金 4,800 8,500

繰越利益剰余金 4,624 4,286

利益剰余金合計 9,464 12,863

自己株式 △890 △1,988

株主資本合計 16,464 18,763

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 482 164

土地再評価差額金 767 767

評価・換算差額等合計 1,249 932

純資産合計 17,713 19,695

負債純資産合計 36,850 36,145



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

完成工事高 35,328 35,535

完成工事原価 27,169 28,346

完成工事総利益 8,159 7,189

販売費及び一般管理費   

役員報酬 85 89

従業員給料手当 1,085 1,081

賞与引当金繰入額 160 141

退職給付費用 93 87

役員退職慰労引当金繰入額 29 25

法定福利費 187 179

通信交通費 228 243

地代家賃 59 65

減価償却費 35 33

租税公課 28 47

雑費 164 164

貸倒引当金繰入額 66 －

役員賞与引当金繰入額 50 50

その他の販売費及び一般管理費 420 507

販売費及び一般管理費合計 2,695 2,715

営業利益 5,464 4,473

営業外収益   

受取利息 44 55

受取配当金 39 33

不動産賃貸料 348 343

その他 50 42

営業外収益合計 483 474

営業外費用   

支払利息 243 181

社債利息 6 4

為替差損 182 296

不動産賃貸原価 182 186

複合金融商品評価損 100 13

その他 95 103

営業外費用合計 810 786

経常利益 5,136 4,161

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 47

特別利益合計 － 47

特別損失   

投資有価証券評価損 110 87

投資有価証券売却損 － 17

関係会社整理損 － 1

特別損失合計 110 107

税引前当期純利益 5,025 4,101

法人税、住民税及び事業税 53 52

法人税等調整額 824 274

法人税等合計 877 326

当期純利益 4,148 3,775



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,889 6,889

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,889 6,889

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 999 999

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 999 999

その他資本剰余金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 0

資本剰余金合計   

前期末残高 1,000 1,000

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 1,000 1,000

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 － 39

当期変動額   

剰余金の配当 39 37

当期変動額合計 39 37

当期末残高 39 77

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 2,400 4,800

当期変動額   

別途積立金の積立 2,400 3,700

当期変動額合計 2,400 3,700

当期末残高 4,800 8,500



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 3,313 4,624

当期変動額   

剰余金の配当 △436 △414

別途積立金の積立 △2,400 △3,700

当期純利益 4,148 3,775

当期変動額合計 1,311 △338

当期末残高 4,624 4,286

利益剰余金合計   

前期末残高 5,713 9,464

当期変動額   

剰余金の配当 △397 △376

別途積立金の積立 － －

当期純利益 4,148 3,775

当期変動額合計 3,751 3,398

当期末残高 9,464 12,863

自己株式   

前期末残高 △72 △890

当期変動額   

自己株式の取得 △817 △1,100

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △817 △1,098

当期末残高 △890 △1,988

株主資本合計   

前期末残高 13,530 16,464

当期変動額   

剰余金の配当 △397 △376

当期純利益 4,148 3,775

自己株式の取得 △817 △1,100

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 2,934 2,299

当期末残高 16,464 18,763



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 902 482

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △420 △317

当期変動額合計 △420 △317

当期末残高 482 164

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △26 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 26 －

当期変動額合計 26 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金   

前期末残高 767 767

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 767 767

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,643 1,249

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △393 △317

当期変動額合計 △393 △317

当期末残高 1,249 932

純資産合計   

前期末残高 15,173 17,713

当期変動額   

剰余金の配当 △397 △376

当期純利益 4,148 3,775

自己株式の取得 △817 △1,100

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △393 △317

当期変動額合計 2,540 1,982

当期末残高 17,713 19,695



 該当事項はありません。 

   

(1）役員の異動 

役員の異動につきましては、当決算短信と同日に「取締役及び執行役員の異動に関するお知らせ」を 

開示しております。   

  

  

(4）継続企業の前提に関する注記

６．その他
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